
手術室   放射線科   透析圭  その他の部署   

手術医：  
①検査中の機器   

の停止  止  

①手術の安全な中断・創の保護  
②患者への声掛け＊＊  

②患者の転落防止  
③身の安全を守れな  

い人の補助  

看護師（直接介助）：  

とる  
①手術器具を遠ざける  

ぺき  

行動  ②手術器具台の転倒防止  

看護師（間接介助）：  
貴行動の番号は優先度です。  
抽患者への声掛け：  

①手術用ライトを遠ざける  「落ち着いて下さい！」  

麻酔医：  
「慌てないで下さい！」  

「病院は安全です！」  

①抜管防止（管の接続をはずす）  「しやがんで下さい！」  

など  

②患者の頭部を支える   
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災害  

エレベータ  

自動停止・開扉  

（閉じ込め防止）  

の  
rU 

l  
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⊂⊃  
自動ドア開扉  

（閉じ込め防止）   

自動警報   

院内放送  

1  
マニュアルに  

従った行動  

（安全確保）   



・個々の病院に見合ったシステム導入のノウハウ  

・システムの導入■メインテナンスのコスト  

・病院の実情に合った行動マニュアル作成とスタッフへの   
周知  

・患者への周知  

・訓練の頻度  

・作動させる聞値の設定】知らせる内容（予測震度、秒読   
み）  

・夜間の音量  

・導入したシステム担当者は？   

⊂n  
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急地震速報」の実証的  災害医療センターにおける「   究の歩み  
リアルタイム地震情報利用協議会（REIC）との共同研究（5  

カ年計画）開始  
平成15年7月  

平成15年9月   ■職員一斉招集・安否確認実証実験①（災害訓練時）  l   

平成16年1月   職員一斉招集一安否確認実証実験②（災害訓練時）   

平成16年2月   職員一斉招集・安否確認実証実験③（休日抜き打ち訓練）   

平成17年8月   対応方法の検証・対応マニュアル作成   

平成17年11月   手術室対応訓練（D   

平成18年1月   エレベータ実証実験   

平成18年1月   
定時災害訓練での対応訓練①（特定部署）、以後システム  

試験運用開始（闇値＝震度4以上）   

平成18年6月   手術室対応訓練②（スピーカー増設）   

平成18年8月   透析室対応訓練   

平成18年9月   定時災害訓練での対応訓練②（特定部署）   

平成18年12月   院内放送の全館化   

平成18年12月   一般を含めた放送対応訓練・アンケート調査①   

平成19年1月   システムの闇値、震度3以上に変更   

平成19年1月   定時災害訓練での対応訓練③（全館）   

平成19年3月   自動ドア（28カ所）との連動・動作確認テスト   

平成19年3月   P波センサー設置（3カ所）（緊急地震速報との連係機能）   

平成19年5月   一般を含めた放送対応訓練・アンケート調査②   

平成19年7月   新潟県中越沖地震による実際のシステム作動（2回）  
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活用項目   意味暮利点   備考   
当院で  

の採用   

①携帯電話・メール   1揺れる前に編棒を避けた一斉通知が可能   
個人携帯端末での  

利用が計画中  

②自動放送   ・警報音・放送による身の安全の確保   
既存の放送システ  

ムとの連動   
○   

一最寄り階への停止■開扉による「閉じ込め防止」  

③エレベータ  ・所定位置停止後に揺れることによる故障の防止・  
既存の地震対応シ  

ステムとの連動   
○   

早期復旧  

④自動ドア   ・閉じ込め防止、避難路・搬入路の確保   
病院入口、手術室  
など   

○   

■音声と同時に知らせることでより効果的  
火災報知システム  

⑤光による警報  
・放送の届かない場所、聴覚障害者にも有効  

（フラッシュライト）と  

の連動？  

⑥コンピュータ   ■揺れる前の自動操作によるデータ保全  

・自家発電機の起動準備、場所によっては自動遮  
⑦ライフライン  断による漏電防止  

医療用ガスの遮断  

■者β市ガス■プロパンガスの事前遮断  
は無理  

の
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中国産冷凍ギョウザが原因と疑われる健康被害事例について  

2 0． 0 2． 2 5  

厚生労働省医政局指導課   

標記事例について厚生労働省は、事例が明らかとなった以降、下記の通知等  

により関係機関に対し、適宜、周知を図ってきたところである。  

・「食品による薬物中毒事案の発生について（協力依頼）」（平成20年1月3   

1日食安発第0131002号社団法人日本医師会会長あて厚生労働省医   

薬食品局食品安全部長通知）  

・「食品による薬物中毒事案の発生について」（平成20年1月31日各都道   

府県・保健所設置市・特別区衛生主管部（局）あて厚生労働省医薬食品局食   

品安全部長監視安全課事務連絡）  

・全国食品衛生主管課長会議（平成20年2月14日開催）において、輸入食   

品原因事案、疑い事例の厚生労働省への速やか な報告について要請  

・「中国産冷凍ギョウザが原因と疑われる健康被害事例の発生について」（平   

成20年2月14日各都道府県医政主管課、社団法人全日本病院協会、社団   

法人日本医師会、社団法人日本精神科病院協会、社団法人日本病院協会、社   

団法人日本メディカル給食協会あて厚生労働省医政局総務課・指導課・経済   

課、社会・援護局障害保健福祉部精神・障害保健課事務連絡）  

（その他、健康危機管理支援ライブラリーシステム（H－CRISIS）によ  

り適宜情報発信を行う。）   

近頃、冷凍ギョウザ以外の食品からもメタミドホス以外の薬物の検出事例が  

報告されていることからも、医療機関においては患者の検査・治療の観点から、  

薬物中毒事案の可能性についても念頭に置き診療に当たるよう、また、医療機  

関における給食について、同様の事例の発生がない妄う、上記の通知等を参考  

として所管の医療機関への適切な指導を重ねてお願いする。  

82－2   



総務省行政評価局及び会計検査院からの指摘事項等鴫覧  

事業名   指摘事項等   

○ 救急医療情報システムの利用が低調  

救急医療情報セン  
〈指摘事項〉  

タ一道営事業  
，これまでの利用実績を踏まえた補助申請を行ってしヽない。  
6 これまでの利用実績や今後の利用見込等についてチェックする事が必要と  
考えられるが、十分に行われていない。   

0 広域災害・救急医療情報システム専用端末65台のうち16台の利用が低調  

救急医療情報セン  
〈指摘事項〉  

タ一道営事業  
q 既存端末機の利用可能性の検討を踏まえた補助申請を行っていない。  
ロ 新たな専用端末機の必要性、既存端末機の利用見込等の利用計画等につ  

いてチェックする事が必要と考えられるが、十分に行われていない。   

（）平成14年から平成16年の3年間において補助金算出の基礎となる診療日数  

小児救急医療支援  
の算定を誤り、補助金を過大交付  

事業  
〈指摘事項〉  

一 視日の診療日数について、夜間当番しか行っていないが、昼間の分もカウ  

ン卜し、診療日数を1日とすべきところ2日とするなど、算定方法を誤っている。   

○ 補助対象外の経費（講師御車代、役職員旅責等）に補助金を過大交付  
○ 県が実施主体であるにもかかわらず県職員に対して謝金を支払っている。ま  

第二次救急医療施          た、委託先の講師謝金単価が県の講師謝金単価よりも高額となっている。   

設勤務医師研修事  〈指摘事項〉   

せ 未   。補助対象外の経責に対し、補助金が交付されている。  
B 委託した事業（研修事業）の講師を県職員が努める場合の謝金について、  
支払いの必要性及び金額の妥当性の検討が十分に行われていない。   

○ 患者輸送用自動車の利用の低調であるほか、目的外使用も行われている  

救急救命士養成所  
〈指摘事項〉  

・臨床実習用の救急車により実際に救急車を走行させて行うこととしている  
初度設備整備事業  

が、利用状況が低調である。  
q 救急実習以外の目的でも使用している。   

○ドクターカーの運転手の経費の確保に係る経費の算定が不適切  

〈指摘事項〉  

救命救急センター  ・ドクターカーの運転手の確保に係る経費の算定において、稼働実態が十分   
運営事業   反映されたものとなっていない。  

・補助対象経真の算出が過大（給与費から控除すべき往診手当等の計上、  
兼任職員に係る按分率の計算誤り等）   

○ 補助金選定額について、基準鎮と差引事業費とを比較し少ない額を選定する  
ところ、額の多い方を選定  

救命救急センター         〈指摘事項〉   

運営事業   ・補助金の算定方法を十分理解していない。（補助金の算定に用いる選定額  
は、基準額と差引事業費を比較して少ない額の方を選定額とすべきところ、額  
の多い方を選定額としていた。）   

○ 情報センター以外の業務を兼務している者の人件費を全額補助対象経費とし  
て算出したため、平成17年度分の補助金を過大交付  

タ一道嘗事業  

救急医療情報セン          〈指摘事項〉   q 兼務者 

の人件費は業務量に応じて按分する必要があるということを十分理  
解していない。   
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事業名   指摘事項等   

○ 補助事業により取得した不動産について、厚生労働大臣の承認を得ずに、抵当  
権及び根抵当権を設定  

病院群輪番制病院 及び共  

同利用型病  
■ 補助事業者において、法令を十分理解していない。（補助事業により取得し  

院施設整備事業  
た不動産については、厚生労働大臣の承認を受けなければ担保に供してはな  
らない。）   

○ 補助対象経費（委託費）の支出を裏付ける証拠書類が残されていない  
〈指摘事項〉  

小児救急地域医師  
・自治体と委託業者との契約において、委託事業者に関する実績報告書及び  

研修事業  
経理書類その他必要と認める書類を提出することとなっており、関係書類を5  
年間保存することとなっている。   

○ 補助金により整備した設備について、適切な管理を行うために必要な管理台帳  
を作成していない  

休日夜間急患セン         〈指摘事項〉   

ター設備整備事業   ・自治体の定める規則において、公有財産の管理に関して、必要事項（公有  
財産の種類及び種目、得喪及び変更の年月日並びにその原因など）を記載し  
た財産管理台帳を備えて管理することを定めている。   

○ 工事を分割契約した方が安価な契約となる  

〈指摘事項〉  
救急救命士養成所  

・増築工事に係る経費と既存部分の改築工事に係る経費について、一括発注  施設整備事業  
方式による契約よりも分割方式による契約が安価な契約になるというもので、  
どちらのエ事費が安価となるか十分検討されていない。   

○ 医療施設運営費等補助金（へき地中核病院運営事業分）が過大に交付されて  
いるもの  

へき地中核病院運         〈指摘事項〉   

営事業   ・へき地診療所へ医師を派遣し、医師派遣に必要な経糞を徴収していたにも  
かかわらず、これを総収入額に含めていないため、国庫補助金が過大に交付  
されている。   

○ 救急医療施設運営責等補助金の算定が適切に行われていない  

〈指摘事項〉  

・在宅当番医制事業とは直接の関係がない会議糞、受託者内部の研修会章  
在宅当番医制事業  及び医学図書の購入費等を対象経費として計上されている。  

・在宅当番医制とは異なる方法で初期救急医療を確保していたものの、当番  
日調整及び当番医実施等の事業を実施したものとして事業に要した経費の－  
部を対象経費として計上されている。   

○ 医療施設運営責等補助金の経理において、補助対象事業費の精算が過大と  
なっていたもの  

〈指摘事項〉  

救命救急センター  ・総事業真に施設整備に要した借入資金に係る借入利息を計上している。   

運営事業   ■ 総事業費及び実支出額に退職時に救急救命センターに在籍していた職員  
に対して支払った退職金の額をそのまま計上している。  
■ 国庫補助金の交付を受けて整備した建物等の資産について国庫補助金相  
当分を控除せずに減価償却費を計上している。   
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事業名   指摘事項等   

○ 医療施設運営費等補助金の経理において、補助対象事業費の精算が過大と  
なっていたもの  

救命救急センター         〈指摘事項〉   

運営事業   ・総事業費に看護師寮に係る賃借料を運営経費として計上しているのに、看  

護師から徴収した宿舎費を収入額に含めていないため、国庫補助金が過大  
に交付されてし1る。   

（）医療施設運営費等補助金の経理において、補助対象事業真の精算が過大と  
なっていたもの  

救命救急センター        〈指摘事項〉   

運営事業   ロ 総事業真に薬品費等や看護師等の給与を過大に計上している。また、手術  

料及び麻酔科等の診療収入を収入額に計上してし＼ないため、国庫補助金が  
過大に交付されている。   

○ 医療施設運営費専補助金の経理において、補助対象事業費の精算が過大と  
病院轟輪番制病院      なっていたもの   

及び共同利用型病  〈指摘事項〉   

院施設整備事業   ・実支出額の算出に当たり、医師の待機費を過大に計上しているため、国庫  
補助金が過大に交付されている。   

○ 医療施設等施設整備費補助金等の経理において、仕入税額控除した消費税  
に係る補助金を返還していないもの  

〈指摘事項〉  

看護師等養成所施  ■ 国庫補助基本額に含まれる消費税額を課税仕入れに係るものとして控除し   
設整備   た場合、事業主体は補助事業で取得した施設等に係る消費税額を実質的に  

負担していないこととなる。この場合、補助金に係る消費税仕入控除税額が確  
定したときには、その金額を報告して返還する措置を執っておらず不当と認め  
られる。   

0 医療施設等施設整備費補助金等の経理において、仕入税額控除した消費税  
に係る補助金を返還していないもの  

〈指摘事項〉  

医療施設近代化施  血 国庫補助基本額に含まれる消費税額を課税仕入れに係るものとして控除し   
設整備事業   た場合、事業主体は補助事業で取得した施設等に係る消費税額を実質的に  

負担していないこととなる。この場合、補助金に係る消費税仕入控除税額が確  
定したときには、その金額を報告して返還する措置を執っておらず不当と認め  

られる。   

○ 医療施設近代化施設整備事業による電子カルテ等の整備に当たり、同システ  
ムが稼働しておらず事業の一部が実施されていないもの  

医療施設近代化施         〈指摘内容〉   

設整備事業   ・電子カルテシステムの整備については、一部システムが未稼働のまま、シス  
テム機器すべてが撤去されることになっており、事業の一部が実施されておら  
ず、これにかかる国庫補助が不当と認められる。   
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